
 
 
 

 
 

支援の名称 
地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の

特例措置 

制度の 

趣旨・背景 

大規模地震対策が必要とされる地域内で、地震防災対策用資産（緊急地震速報受

信装置等）を取得した場合の優遇措置を講じる制度です。 

制度の 

内容 

大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険

物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報

装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3 年度分の固定資

産税について課税標準額を 2/3 に減額する。 

【対象資産】 

① 緊急地震速報受信装置 （専用の報知装置を含む。） 

② 緊急遮断装置 （①と同時に設置される場合） 

③ 感震装置 （①②と同時に設置される場合） 

【適用対象となる地域】 

① 南海トラフ地震防災対策推進地域〔南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法（平成 14 年法律第 92 号）第３条第１項〕 

② 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域〔日本海溝・千島海溝周辺海溝

型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成 16 年法律第 27 号）第３条第１項〕 

③ 首都直下地震緊急対策区域〔首都直下地震対策特別措置法（平成２５年法律第８８号）第３

条第１項〕 

対象と 

なる方 

以下のいずれかに該当する施設又は事業を管理・運営している者 

〔大規模地震特別措置法施行令第４条各号で掲げる施設又は事業を管理し、又は運営する者〕 

① 物品販売業を営む店舗（収容人員３０人以上）、飲食店（同３０人以上）、病院、

劇場、 旅館その他不特定多数の者が出入りする施設 

② 石油類、火薬類、高圧ガス等の危険物の製造、貯蔵、処理又は取扱いを行う施設 

③ 鉄道事業その他一般旅客運送に関する事業 

④ その他、地震防災上の措置を講ずる必要があると認められる重要な施設又は事業 

 

問い合わせ 

先など 

内閣府防災担当 調査・企画担当参事官室 

TEL：03-3501-5693 

■関連 URL 

・地震防災対策に係る税制優遇制度 

http://www.bousai.go.jp/jishin/sonota/zeiseiyuuguuseido.html 
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